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合理的なSRC造 非埋込型柱脚の開発
(その2)高引張軸力下における構造性能

岩 岡 信 一

山 本  憲一郎 *1

要    旨

前報 (その 1)では鉄骨鉄筋コンクリー ト構造の非埋込型柱脚構法について, これまでのアンカーボル
ト形式によらない合理的な構法を提案し,構造実験による性能確認によつて選定を行った その結果,べ
―スプレー トに設けたルーズホールに接続鉄筋を貫通させ,内蔵鉄骨の引張力および曲げモーメントを基
礎梁等に伝達する構法が,引張軸力下での曲げ性能,破壊性状とも埋込型と同等以上の性能を確保できる
ことを確認した 本報では接続鉄筋を減じた場合でも計算耐力,変形性能を確保できることの確認,およ
び降伏軸耐力を超えるような高引張軸力を受けた後も,圧縮側で曲げ耐力を保持でき,耐力劣化が無いこ
とを構造実瞼により確認した。また,本構法の限界部材角はNewRCの 算定式による計算値を上回り,そ
の限界部材角は軸力比η=± 07で圧縮側はR=4.0%,引 張側はR=7.0%を 超えることが分かった ,

キーワード SRC/柱 脚/非埋込/接続鉄筋/限界部材角/曲げ耐力
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1 はじめに

鉄骨鉄筋コンクリー ト造 (SRC)建 物の柱脚鉄骨を
基礎梁に埋め込まず,エ ンドプレー ト形式としてアンカ

ーボル トで最下階スラブ上に固定する,いわゆる非埋込

型柱脚構法は,地震時に柱に水平力と引抜力が生じると

アンカーボル トが引張破断し,曲げ耐力が低下すること

が知られている。兵庫県南部地震においてもこの様な被

害が多く報告されており,現状では原則的に変動軸力が

作用するSRC柱 脚は埋込型とすることになつている
しかし,埋込型柱脚は基礎梁の配筋までに鉄骨建て方を

終えておかなければならず,工期の増大,コ ス トアップ,

施工時の安全確保が困難となるなど,必ずしも合理的な

構法とは言えない 本研究は引張軸力下でも埋込型と同
等の耐力と変形性能を保有する非埋込型柱脚を開発する

ことで施工を合理化 し,工期短縮とコストダウンを実現

しようとするものである 本報では (その 1)で選定し
たNo2試験体の構法について,柱脚の鋼材量を減じ,軸

力変動の範囲を拡大して曲げせん断実験をおこない,高

軸力下での安全′性を確認し,鋼材の必要最低量,軸力制

限や限界変形角など,設計に必要な資料を得ることを目

的としている.

2 採用した柱脚構法

(その 1)構法の選定では非埋込型 3体の試験体のうち,
ベースプレー トに設けたルーパホールに接続鉄筋を員通

させて鉄骨の引張力および曲げモーメントを伝達させる

補強形式のNo2,3試験体が,耐力j変形性能,破壊性状

とも,埋込型と同等の性能を確保できることが分かつた

両者のうち接続鉄筋を加工せず直線で定着するNo2試験

体の形式の方が,工程数が少ないという理由で更に優位

であると考え,本報での検詞にはNo2試験体の構法を対

象とした 図■に本構法のイメージ図を示す

3 鋼材 量 ,軸 力比 を変 えた構 造実験

31実 験概要
(1)実験の目的

本実験の主な目的は,検討対象となる非埋込型柱脚構

法において,接続鉄筋量を減じた場合でも計算耐力や変

形性能を確保できること,および降伏軸耐力を超えるよ

うな高引張軸力を受けた後も圧縮側で曲げ耐力を保持で

き,変形性能を保持できることを確認することである。

(2)試験体

図-2に試験体の配筋を,表■に使用した材料の機械的性

質を,表-2に各試験体の諸元を示す 試験体は (その 1)
のシリーズよりも圧縮側軸力比を大きく設定するために

断面積を小さくし,柱せいをD*b=350*350mmと した ま
た,加力装置の能力を考慮し,シアスパン比はa/卜25と

した 接続鉄筋は6‐D16(SD390)で,定着長さはNo2試

験体の実験結果の付着勾配から割り出した付着長さ20d

に安全のため5dを加え,ベースプレー ト上面から25d

(L=400)と した,ベースプレー トに設けた接続鉄筋貢通

用のルーズホールは,接続鉄筋の呼び径の3ラ ンク上に相

当するゅ25と した。接続鉄筋の量は内蔵鉄骨に対して,

断面積比で409%,軸耐力比で618%と した。No5の柱脚

部主筋量は (その 1)と 同等となるように設定しており,

ベースプレー ト下断面の鋼材量 (接続鉄筋十主筋)は柱

頭の鋼材量 (鉄骨+主筋)に対して,No5は88%,No,6

～91ま69%であり,柱頭の軸降伏強度に対して柱脚の軸破

断強度はそれぞれ135倍 と106倍 となつている 柱頭およ

び柱脚には端都から12D(D:柱せい)の高さの範囲 (=

接続鉄筋の定着範囲と同じ高さ)に ,主筋の座屈防止と

接続鉄筋とコンクリー トの付着における拘束効果を期待

して中子筋を設けた。

(3)加 力方法

図-3に加力方法を示す 鉛直軸力および水平力は試験
体上部に取り付けた L型の加カビームを介して加力した
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図-1 検討した非埋込型柱脚構法のイメージ

No 5

図-2 試験体

No 6,7,8,9



加力に際しては柱頭と柱脚の回転角が同じになるように,

試験体の左右に設置した 120tf鉛直ジャッキ 2機で上下

スタブを平行に保ちながら,柱 1/2高 さ 30tfジャッキ 2

機で水平力を与えた 変動軸力は上述の鉛直ジャッキ 2

機によつて与え,その時の軸力変動のルールは水平力に

対する軸力の比 (N/Q)を 一定とし, 日標軸力に達した

時点で一定軸力に切 り替えた.N/Qは正イ貝Iを 20,負側を

20ま たは 35と した 図-4に軸力変動ルールのモデルを
示し,表-3の諸元に各試験体のN/Qを示す

No6は設定 した日標引張軸力が柱脚軸破断耐力の
94%に相当する高引張軸力であり,最大耐力までに目標

最大軸力に達しないことが予想されたため,R=-0 01rad

の変形に達した時点で軸力だけの載荷に切り替え,変形

を一定に保つたまま目標最大軸力まで加力し,その後は

さらに変形能力の確認するため,各サイクルの目標変形

角まで水平力を加えた 図‐5に加カサイクルの例を示す

表-2 試験体諸元一覧

仕様・引張軸力

柱脚形式 非埋込

軸力載荷方法

柱 断面寸法 35× 35

柱内法高さ

表-1 使用材料の機械的性質

90tア ヤリキ
2台

図 3 加力方法
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図 4 軸力変動のルール   図 5加カサイクル (No 9)
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図-6 計測方法
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(3)計測方法

図-6に変位の計測位置と主なひずみ計沢‖位置を示す

変位計測は柱部材の層問変形,柱軸方向を 8区間に区切
つた区間軸変形,上下スタブ間を標点間隔とした柱全体
の車山変形,柱脚部鉄骨ベースプレー トおよび柱頭鉄骨フ

ランジの水平および鉛直変位,柱頭柱脚部のコンクリー

ト面の水平変位について行つた,ひずみ計測は柱主筋 ,

接続鉄筋,せん断ネ市強筋,鉄骨フランジの軸方向ひずみ ,

および鉄骨ウェブのせん断ひずみを 1軸および 3軸の歪

ゲージを用いて計測した

32実 験結果
(1)破壊状況

表-3に各試験体の実験結果一覧を示す 図-7に R=±
20%時のひび割れ状況を,図 -8に各試験体の材端曲げモ
ーメント(ヽ′上)一層問変形角(Rl関係を示す。図中の実線は

届問変形角 R(“ )

届 F。身変形角 R(ヽ )

図-7 R=± 20%時のひび割れ状況

層聞変形角 R(“ )
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表 3 実験結果一覧

下の断面と柱頭断面における、平而保持仮定による計算値の平均値

図 8 材端曲げモーメント(M)
一層間変形角 (R)関係

柱脚主筋 圧縮降伏

引張降伏

接続筋  圧縮降伏

柱脚フランデ 圧縮降伏

No 9

137
-1 43

N(kN)

1418

1416

1417

1417

1416

1418

1413

1413

最大せん断力  (正 )

実験イ直 (T)

計算値 (正 )

(正 )

1)最大曲げモーメン ト計算値  :へ ―`スア
・
レー

- 32 -

No 6試験体

最:せ

号E長降伏
接続筋 号E長 降伏

外局催続筋

最大山げモーメント

そそそ千iびξれ発と
~だ
Ⅷ

-1 45-1 99-7 23
1 291 351141 35

270793008

270294267279301

-385-7 08-780-115-7 15-1130-60-3 27-757-35031-1119-60-1 13
3695 051747:]Rモ5 2420893602 2722523181 9622594052 28

卜l(kN m)I NR(〕/1)N(1(N〕fヽ(kN・ m)R(0/0)N(kN)M(kN m)R(%)N(kN)ll(kN m)R(%)N(kN)M(kN m)R`%)

-348-1 98-780-187-7 15-1130-105-3 27-1171-46-0 98-1444-102-4 86
3524 9017463662 0620893642 2722493371 0222594112 28

-1150-77-1 78-1302-28-0 99-1402-46-1 25
3342 20174628907720843381 3222492823 1522493931 45

3411 52-801-65-0 59-775-60-0 51-928-39-0 45-1023-74-0 77
20852412 78

3482 10-663-57-0 42-660-56-0 37-831-38-0 35-872-66-0 51

-288-0 77174628907722493060 7622523610 93

-144-0 22-229-37-0 14-390-43-0 20-279-22-0 10-352-41-0 20
19103117401720 28208124605122482090 3922471800 28

Q(1(N)R(%)N(kN)Q(kN)R(%)N(kN)0(kN)R(0/.)N(kN)o(1(N)R(%)N(1(N)o(kN)R(%)

No 8No 7No 6No 5

1419
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No 5試験体 No 7試験体

多段配筋柱の曲げ終局強度算定略算式 (文献 2)

Nmax≧N>Nbの とき   塩̈=(0 5ag° σy・ gl・ D+0024(1+gl)(36-31)b・ D2.Fcx(Nmax―N)/ω nax―Nb)}
Nb≧N≧ 0の とき     Wru=o sag・ σy・ 31・ D+05N・ D(1‐N/(b・ D・ Fc)}
0>N≧ Nmhの とき     W名は=0 5ag・ σy・ gl・ D+05N・ gl・ D
81:引 張鉄筋重心と圧縮鉄筋重心との距離の全せいに対する比        単位 :kgf

式 卜 (a)

式 卜 (b)

式 卜 (c)

Clll

曲げモーメントM(kN m) 曲げモーメントM(kN m)         曲げモーメントM(kN m)

図-9 曲げモーメント(M)一軸力(N)関係
曲げモーメントM(kN m)
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目標軸力時の曲げ耐力計算値で,柱頭柱脚の平均値を示
している また図‐9に 曲げモーメント(M)一軸力(N)関係
を示す.図‐8,図-9の曲げモーメントは軸力による付加

曲げモーメントを考慮している.各試験体とも破壊形式

は曲げ破壊であつた 引張軸力時では R=-02%で柱頭柱
脚部分に曲げひび割れが生じ,変形,軸力が大きくなる

に従い,柱全体に軸方向と直交するひび割れが等間隔に
生じた 圧縮軸力時ではR=050/。 で曲げひび割れが生じた

時 30。/。以降に柱頭柱脚部のコンクリー トの圧壊が生じ

るとともに,主筋の座屈が生じたが,各試験体とも (そ

の 1)の結果と比較して最大変形時まで耐力低下を示
さなかつた。定車出力載荷のN09は最終まで耐力低下せ
ず,安定した紡錘形の履歴特性となつた .

(2)曲 げ耐力

図■0に No2,3お よび No5～9の柱脚部のベースプレ

ー ト下断面における,終局曲げ強度の計算値と最大曲げ

耐力実験値との比較を示す 終局曲げ強度の算定につい
ては,文献 1)『鉄骨鉄筋コンクリー ト構造計算規準・

同解説』 (SRC規準)に ある非埋込柱脚の終局耐力算
定方法によるもの (a)と ,同断面を鉄筋コンクリー ト

(RC)断面とみなして文献 2)『建築物の構造関係技術
基準解説書』にある多段配筋柱の曲げ終局耐力略算式に

より算定したもの (b)を ,圧縮時,引張時に分けてそ

れぞれ示した,なお,SRC規 準による計算 (a)で は,
算定式中にアンカーボル トとあるものは接続鉄筋に読み

替えて算定した。いずれも曲げ耐力の実験値は柱脚の曲

げ耐力計算値に対して安全側となつており,本構法によ

る非埋込柱脚の曲げ耐力はSRC規 準に従い評価可能で
あるといえる また,(b)の 略算式による場合でも,
曲げ耐力を安全側に評価しており,ベースプレー ト下を
RC断面として評価することも可能である。
No 6試験体は破断軸耐力の 94%と いう高引張軸力下

でR=-20%ま で変形させ,その後,圧縮軸力での曲げに

転じても脆性的な破壊や劣化が無く,計算耐力以上の曲

げモーメントを負担できている したがつて本構法によ
る非埋込柱脚は,降伏軸力を超えるような過大な引抜力

を受けても,曲げ性能および軸力保持能力を損なわず ,

充分に安全な構造であると言える。

計算値 c』 MⅨ kN m)             計算値 ca My(kN・ m)
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(b)ベースプレー ト下断面の多段配筋柱略算式による
図-10 曲げ耐力算定値と実験結果の比較
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図-11 限界部材角の計算値と実験値の比較

(3)高軸力下における変形性能
ベースプレー ト下のRC断面が部材全長にわたると仮
定して,文献 3)NewRC報告書にある「変動軸力を受け
る柱の変形部材角」の算定式 (2)に より求めた限界都材

角の計算値と実験結果から求めた限界部材角の比較を図

―Hに示す ここで,実験結果から限界部材角を決定する
方法としては,文献 4)の 「終局変形の定義」に示され
た水平力の 80%に耐力が低下した時点 (08Q時変形角 )

を限界部材角とする方法と主筋の破断までに経験した最

大変形角のいずれか最小となる方とした なお,結果は
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算定式(2)の適用範囲を超えているが,こ こでは評価式と

して使用した.圧縮側では実験値が計算値の 15～21倍

となつており,引張側についても鉄筋が破断したもの以

外は計算値の 13～ 14倍と安全側に評価できている

文献 5)ではアンカーボル ト形式の非埋込型柱脚を対

象とした高引張軸力下での曲げせん断実験が報告されて

おり,ア ンカーボル トの破断により終局状態に至る結果

となつている。図…12に文献 5)の試験体の限界部材角お

よび本実験でのNo2,3お よびNo,5～ 8試験体の実験から

得られた限界都材角について,軸力比ηとの関係を圧縮 ,

引張に分けて示す.軸力比ηは各試験の限界部材角時の

軸力を,圧縮側は柱コア断面の軸圧縮降伏強度で除した

もの,引 張側はベースプレー ト下断面の軸引張降伏強度

で除したものである。本実験の結果は圧縮引張とも文献

5)の実験結果と同等以上の変形性能を有しており, 9=
±07の高軸力下においても圧縮側はR=40%,引 張側は
R=70%の部材角が確保できている

太一点鎖線は文献 3)NewRC報告書で提案されている

限界部材角の下限式である。また,細点線は文献 5)で

提案された式で,圧縮側は実験結果の 1久回帰線,引張

側はη=10の時に限界部材角 Rt=0と なると仮定し,実験

結果の下限値と結んだ下限式となつている.本実験結果
の引張側について同様の方法でプロットしたのが本報下

限式 (細実線)である。また,引張側で軸引張破断強度
にlヽ日当するη=138で限界部材角が Rt=0と なると仮定し

て実験結果の下限値 と結んだ線が太破線 (Ru=(138‐

■)/12(■'ad.))であるが,細実線と比較するとより実験結

果の相関が評価されており,本実験の下限式としては太

破線で示した下限式が適当と考えられる。これは文献 5)

の下限式 (細点線)を グラフの右方向に 138倍シフトし

た形に類似 しており,ア ンカーボル ト形式から接続鉄筋

形式にし,補強鉄筋量を多くしたことで,高軸力下での

変形性能が向上したと考えられる.

4 まとめ

柱脚の補強方法として,ベースプレー トにルーズホー

ルを設け接続鉄筋を貫通させる非埋込型柱脚のについて,

高変動軸力下での曲げせん断実験を行い,その結果から

以下のことが明らかとなつた。

1)柱脚の鋼材量を減らし,柱頭の軸降伏強度に対して
106倍の軸破断耐力に相当する鋼材量で柱脚を補強

すれば曲げ耐力を確保でき, SRC規準の曲げ強度
算定方法またはベースプレー ト下のRC断面を多段
配筋柱の曲げ耐力略算式によつて評価できる.

2)軸 引張破断強度の 94%と いう高引張軸力を受けた場
合でも,脆性的な破壊や劣化を生じることなくR
=‐20%ま で変形が可能で,その後に圧縮軸力側に転
じても,曲げ性能および軸力保持能力を損なわず ,

充分に安全な構造であると言える.

3)本構法の限界部材角は文献 3)の算定式による計算
値を上回り,ア ンカーボル ト形式から接続鉄筋形式

)/24lu=(1-′

▲

△

=
ヽ

■

◆

×

◇

△

○

▲

No2
No 3

No5
No 7

No8
No9
文献5)

文献5)提案式
中文献3)下 限式るひ

2+00〔-0105′Ru

圧縮軸力時

ηc(N/Ncu)

00    02     04    06    08     10     12     14

（
巧
、
ゝ
）
ａ
Ｘ
ｏ
３
０
ば

010

008

006

004

002

000

010

008

006

004

（
巧
、
Ｌ）ａ
Ｘ
ｏ
３
里∝

002

000

00     02     04     06     08
ηt(N/Ntu)

■0   12   14

図-12 軸力比と限界部材角の関係

にし,補強鉄筋量を多くしたことで限界部材角を拡

大できた.限界部材角は軸力比η=± 07で圧縮側は

R=40%,引 張側はR=70%と なつた.
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変動軸力を受ける柱の限界部材角

Ru=(10‐ ■)/24   (1'ad)          式 (2)
Ru≦ 0 03 rad

η=N/1AcXPc)N:軸 力 (酎 Ac:柱 のコア断面積 (mm2)
Pc=Fc・(1+Ca・pwlσ wy/Fc)(N/mm2)Fc=0,85・ σB
pwi横補強筋比 σ wy:横補強筋降伏強度 (N/nlm2)
σB:コ ンクリー ト圧縮強度 (N/11lm2)
Ca=441士 α tt β (1‐ 124・SD)Si横 補強筋の間隔(11lm)
D:柱せい(mm)α , β :中子筋の本数による補正係数

n=4
α 000

09720984094806573

092508500700
n=3n=2n=0


